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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業倫理と法令遵守の徹底及び内部統制の強化を推進するとともに、効率性・健全性・透明性の高い経営の実現による企業価値の向上
を通じて、株主、取引先、従業員等のステークホルダーに貢献することをコーポレート・ガバナンスの基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレート・ガバナンスコードの基本原則をいずれも遵守しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則３－１】（情報開示の充実）

（１）当社の目指すところ（経営理念）は、以下のＵＲＬに開示しております。

https://www.pss.co.jp/company/idea.html

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「１．１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

（３）取締役及び監査役の選任についての説明は、株主総会招集通知に記載のとおりです。

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07508/426719de/0fa6/4730/ab4c/d3858ab98caf/140120260902530823.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

田島　秀二 4,607,600 16.77

有限会社ユニテック 1,200,000 4.36

株式会社ＳＢＩ証券 813,952 2.96

清坂　大亮 663,300 2.41

楽天証券株式会社 382,900 1.39

新井　渉 357,100 1.30

小玉　博之 141,700 0.51

伊藤　健太 140,300 0.51

ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡ　ＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ Ａ／Ｃ　ＪＡＰＡＮ ＦＬＯＷ

(常任代理人)野村證券株式会社
134,000 0.48

高橋　茂 132,400 0.48



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記「大株主の状況」は2026年６月30日現在のものです。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 6 月

業種 精密機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

荻原　大輔 公認会計士

田村　尚之 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

荻原　大輔 ○ ―――

同氏は金融商品取引所の定める独立性基準
に抵触せず、実質的にも一般株主と利益相反
のおそれがないと判断し、独立役員に指定しま
した。

田村　尚之 ○ ―――

同氏は金融商品取引所の定める独立性基準
に抵触せず、実質的にも一般株主と利益相反
のおそれがないと判断し、独立役員に指定しま
した。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　社外監査役は、経営戦略や経営計画等の立案について自由闊達な意見を述べ、事業推進にあたり対処すべき社会的課題についてもその対処
方法等を検討し、また、取締役会において、業務執行取締役・執行役員から担当業務の業務執行状況や経営課題進捗状況の報告を受け、経営
状況の監視を行っており、必要に応じて指示命令を行っております。

　社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査とは、内部統制監査等を効率的・有効的に実施するため、監査計画・監査結果等
について相互に意見及び情報交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

部屋　健太郎 公認会計士

本島　佳代子 弁護士

鈴木　泰浩 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

部屋　健太郎 ○ ―――

同氏は金融商品取引所の定める独立性基準
に抵触せず、実質的にも一般株主と利益相反
のおそれがないと判断し、独立役員に指定しま
した。

本島　佳代子 ○ ―――

同氏は金融商品取引所の定める独立性基準
に抵触せず、実質的にも一般株主と利益相反
のおそれがないと判断し、独立役員に指定しま
した。

鈴木　泰浩 ○ ―――

同氏は金融商品取引所の定める独立性基準
に抵触せず、実質的にも一般株主と利益相反
のおそれがないと判断し、独立役員に指定しま
した。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社では業績連動金銭報酬および業績条件型譲渡制限付株式報酬を導入しております。

　当社の取締役に対する金銭報酬は、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で支給しています。その構成は、毎月の定期同額給与（基本報
酬）、社外取締役を除く取締役に対する年１回の業績連動型報酬（賞与）、及び業績条件型譲渡制限付株式です。

　業績連動型報酬は、社員への追加賞与の支給及び株主への配当を前提としており、重要な経営目標指標である連結営業利益を評価指標とし
ています。業績条件型譲渡制限付株式については、あらかじめ基準額を定めず、支給の都度、取締役会で決定しています。

　なお、2025年９月26日開催の第40回定時株主総会で決議された譲渡制限付株式報酬制度に基づき、前期に限り、対象となる取締役に対して普
通株式による譲渡制限付株式を交付しています。対象取締役が役務提供期間中、継続してその地位にあること、2027年６月期の連結純利益が黒
字化すること、及び2027年に開催される定時株主総会の日までに剰余金の配当を決定することを条件として、譲渡制限期間の満了時に本割当株
式の全部について譲渡制限を解除します。

　譲渡制限付株式の付与に伴い支給する金銭報酬債権の総額は100百万円以内とし、発行または処分する当社普通株式の総数は270千株以内
としております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役（社外取締役を除く）に対する報酬の総額は65,903千円、社外役員に対する報酬の総額が20,820千円でありました。（2026年6月期）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

ａ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社の取締役の報酬は当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を株主、社員、役員と三位一体となって実現をするため当該取締役

の意欲を高めることのできる、適切、公正かつバランスの取れた報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な

水準とします。当社は、取締役（社外取締役を除く）の報酬を、固定報酬としての基本報酬及び変動報酬としての業績連動型報酬と業績条件型

譲渡制限付株式、社外取締役については基本報酬及び業績条件型譲渡制限付株式にて構成し、監査役については、その職務に鑑み、基本報

酬のみを支払うこととしています。なお、業績連動型報酬及び業績条件型譲渡制限付株式の支給は、株主への配当実施等を前提とし、業績条件

型譲渡制限付株式につきましては株主総会においてその総額を決議します。

ｂ．報酬の種類ごとに定める事項（額またはその算定方法の決定方針）

　ⅰ) 基本報酬・業績連動金銭報酬（金銭報酬）

　　　取締役の報酬限度額は、2021年９月28日開催の第36回定時株主総会において固定報酬枠と連結営業利益の５％以内の業績連動型の変

　　動報酬枠を含めた金銭報酬額を年額200百万円以内(うち社外取締役は固定報酬のみで年額20百万円以内)と決議されております。当該定時

　　株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は１名）です。

　　　業績連動型報酬の指標としては、重要な会社経営目標指標である連結営業利益を対象とし、連結営業利益の５％を業績連動報酬の原資

　　（50百万円が上限）としております。上記原資を対象取締役の役職に応じて付与されたポイント数（社長200ポイント、副社長175ポイント、専務

　　150ポイント、常務125ポイント、取締役100ポイント）で割り振り計算した金額が各々の業績連動型報酬となります。

　　　監査役の報酬限度額は、2021年９月28日開催の第36回定時株主総会において、年額50百万円以内と決議されております。当該定時株主

　　総会終結時点の監査役の員数は３名です。

　ⅱ) 株式報酬（非金銭報酬）

　　　当社は2025年９月26日開催の第40回定時株主総会において決議された譲渡制限付株式報酬制度にもとづき、当期において１回限りで、普

　　通株式を用いた譲渡制限付株式の交付を対象とする取締役に行っております。対象取締役の役務提供期間中、継続してその地位にあったこ

　　と、2027年6月期の連結純利益黒字化、及び、2027年に開催される定時株主総会の日までに剰余金の配当を決定したことを条件として、本割

　　当株式の全部について譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除します。そして、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭

　　報酬債権は総額100百万円以内とし、当社の普通株式について発行又は処分を受ける当社の普通株式総数は270千株以内とします。

c．個人別の報酬等の内容についての決定方法

　当社の取締役の金銭報酬の額は、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で支給され、毎月の定期同額給与（基本報酬）及び（社外取締役を除

く取締役については）年１回の業績連動型報酬（賞与）、業績条件型譲渡制限付株式により構成されています。定期同額給与については、取締役

会にて定めた役員報酬規程に基づき、役位別に基準額を定め、在籍年数や業績を勘案の上、基準額の範囲内で支給しており、その内容は取締

役会で審議され決定されます。なお、業績連動型報酬は社員への追加賞与支給と株主への配当を前提としており、その指標としては、重要な会

社経営目標指標である連結営業利益を対象としています。業績条件型譲渡制限付株式は、予め基準額は定めず、支給する場合には、都度取締

役会で決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社内取締役及び社外監査役の対応窓口として社内に担当者を設けており、必要に応じて随時情報伝達、情報交換を行っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

企業統治の体制の概要　　

　当社は、監査役会設置会社形態を採用しております。有価証券報告書提出日(2026年９月18日)現在、取締役は５名で、うち２名が社外取締役で
あります。取締役会は、経営方針等の重要事項に関する意思決定及び業務執行状況の監督を行っております。監査役は４名で、うち３名が社外
監査役であります。社外監査役の存在により、より中立的な立場から取締役の職務遂行状況、意思決定プロセス等について、監査を行っておりま
す。

　取締役会は、月１回の定例取締役会の他、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項につ
いて意思決定するとともに、業務執行の状況の監督を行っております。

　品質会議は、関連部門長等により構成され、当社および当社グループが認証を取得しておりますISOを初めとする国際規格に則り、係る品質の
維持向上に関わる課題を抽出、把握し、具体的な施策を検討・実行するとともに、代表取締役社長及び取締役会へ、その検討結果および実行状
況について適宜報告しております。

　プロジェクト推進委員会は、代表取締役社長を含む取締役、関連部門長等により構成されております。当該委員会では、各プロジェクトに係る個
別事項の状況把握及び審議を諮るとともに、取締役会が決定した方針に基づき、具体的な施策を検討し執行しております。

　生販会議は、当社グループ各社の代表取締役社長及び当社取締役の他、関連部門長等により構成されております。グローバルに事業展開する
中、グループ全体の方向性の一致を図るとともに、より効率的な業務実行と収益性の確保を目的として、個別の状況把握、課題の抽出、対策およ
び計画の立案を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社では、コーポレート・ガバナンス強化のために、各種施策をとっております。今後とも向上に努めてまいりますが、現状においては、監査等委
員会設置会社に移行する特別な理由もないことから、監査役会設置会社としての現行体制により、継続的なコーポレート・ガバナンス体制の維持
向上をめざすこととしております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2026年９月25日開催の第41回定時株主総会の招集通知については、22日前の2026年９
月3日に電子提供措置を開始しております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は６月決算会社であり、９月開催の定時株主総会では極端な集中日は存在しており
ません。

電磁的方法による議決権の行使
当社は、株主総会への出席による議決権の行使および議決権行使書用紙の郵送による
議決権行使のほか、パソコンやスマートフォンなどの一般的なインターネット接続機器を利
用したインターネットによる議決権行使の方法を提供しております。

その他
株主総会にて株主の皆様との質疑応答の場を設け、広く意見交換を行えるように努めて
おります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算及び中間決算時（年２回）に定期的な説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信等の適時開示資料の他に、説明会資料及びIRスケジュール等を掲

載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 財務・経営企画部

その他 株主及び投資家向けにＥメール配信により、適時に情報提供をしております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、株主・投資家の皆様に適時に適正かつ公平な情報提供を行うため、東京証券取
引所の定める適時開示に関する規則を遵守し、会社情報ならびにその他の重要な情報の
正確で迅速な公表につとめています。また、当社を理解して頂く上で、有益と判断される情
報についても積極的に開示していく方針です。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムの整備につきましては、取締役会で内部統制システムの基本方針を決定し、システム充実に向けた取り組みを進めております。

内部統制システムの基本方針は、以下のとおりであります。

(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　・コンプライアンスに係る社内規程を定め、統括責任者を任命するとともに、コンプライアンス担当部門を設置する。

　　・コンプライアンス担当部門は、取締役及び使用人に法令及び定款ならびに関連規程等の遵守を周知徹底することにより、コンプライアンス体
制

　　　の構築及び向上を推進する。

　　・社長直属の内部監査室は、監査計画に基づき、監査役会、会計監査人と連携、協力のもと、業務遂行、コンプライアンスの状況等について監

　　　査を実施する。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　・取締役の職務の執行に関する情報は、社内規程に定めるところにより、文書又は電磁的媒体(以下、「文書等」という。)に記載又は記録し、適

　　　切に保存及び管理する。

　　・取締役及び監査役は、社内規程に定めるところによりこれらの文書等を閲覧できるものとする。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　・コンプライアンス、安全、災害、業務、情報セキュリティー等に係るリスクについては、「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理規程に基づく管

　　　理体制を構築し、対処する。

　　・各部門の担当業務に付随するリスクについては、必要に応じて、当該部門において個別規程、マニュアルの整備、研修の実施等を行う。

　　・各部門は、自律的な管理を行うとともに、発生しうるリスクの洗い出し及びその軽減に努める。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　・取締役会は、毎期、年次予算及び部門ごとの業績目標を設定する。

　　・各部門を担当する取締役は、各部門が実施すべき具体的な施策及び権限配分を含めた効率的な業務遂行体制を決定する。

　　・会社は、取締役会を原則として月１回開催し、経営上の重要事項の決定及び業務執行状況の監督を行う。各取締役は、取締役会に月次業績

　　　を報告する。取締役会は、この結果をレビューし、目標に対する評価・分析を行い、必要に応じて改善もしくは目標の修正を行う。取締役会の

　　　決定事項その他業務上の指示、命令等は、職制を通じて、速やかに伝達される体制を整備する。

　　・社内規程に基づき、各役職員の権限と責任を明確化し、効率的な職務の執行を図る。

(e) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　・子会社管理に係る社内規程を定め、子会社の自主性を尊重しつつ、定期的に業務遂行状況等の報告を受けるとともに、重要事項については

　　　事前に協議を行う。

　　・グループ全体における法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見し是正することを目的として、コンプライアンス規程の範囲
を

　　　グループ全体とする。

(f) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役が補助スタッフの設置を求めた場合には、その人数と具備すべき能力、権限、属する組織、監査役の指揮命令権などを取締役との間で

　　協議の上、決定することとする。

(g) 監査役を補助する使用人の独立性に関する事項

　　監査役の職務を補助する使用人の任命・異動、人事評価、懲戒処分等については、監査役会の同意を得るものとする。

(h) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況及びそ

　　の内容、その他各監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項について、速やかに報告、情報提供を行うものとする。

(i) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　・監査役は、重要な会議に出席し、意見を述べることができる。

　　・監査役は、その職務を遂行する上で必要と判断するときは、監査役会において協議の上、独自に弁護士・会計士等の外部専門家を委嘱でき
る。

　　・監査役会は、効率的な監査を実施するため、適宜、会計監査人及び内部監査室と協議又は意見交換を行う。

　　・監査役会は、監査報告会を開催し、定期的に代表取締役社長と意見交換を行う。

(j) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　　金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の記載を適切に行うため、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準なら
び

　　に同実施基準」に準じ、当社及び当社グループ会社の財務報告の適正性を確保する内部統制を整備・運用する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・当社は、コンプライアンス規程において、「反社会的勢力との関係を遮断し、違法・不当な要求を排除する」と定めており、不当な要求には毅然と
した態度で臨み、反社会的勢力の排除に全社を上げて取り組む。

・平素より、警察当局、顧問弁護士等の外部専門機関とも連携し、情報の共有化を図り、反社会的勢力を排除する体制を整備する。



Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



 



 


